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平成平成平成平成    22225555年年年年3333月期月期月期月期            決算短信決算短信決算短信決算短信（非連結）（非連結）（非連結）（非連結） 平成25年5月28日 

会 社 名 コンピュータマインド株式会社         上場取引所等 ＧＲ 

コ ー ド 番 号  2452                    本社所在都道府県 神奈川県 
代  表  者 代表取締役 竹内 次郎 

問い合わせ先  取締役   東 時生             ＴＥＬ（044）856－9922     

取締役会開催日  平成25年5月28日         

 

１．25年3月期の業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

(1) 経営成績 

 売上高 営業利益 経常利益 

 
25年3月期 
24年3月期 

千円   ％ 
308,790 (△2.5)  
316,786 (  6.9） 

千円   ％ 
20,845 (△3.9)  
21,690（△7.2） 

千円   ％ 
22,408 (△5.4)  
23,696（△1.6） 

 

 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自 己 資 本  
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 
25年3月期 
24年3月期 

千円   ％ 
13,965 (  8.2) 
12,909 (△41.5) 

円  銭 
32  08 
29 66 

円  銭 
－ 
－ 

％ 
9.7 
9.5 

％ 
11.6 
12.1 

％ 
7.3 
7.5 

(注)①期中平均株式数      25年3月期 435,300株   24年3月期 435,300株 

②会計処理の方法の変更   無 

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率です。 

④潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、ストックオプション（新株予約権）を付与しておりますが、

期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。 

 

 (2) 財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 
25年3月期 
24年3月期 

千円 
196,334 
191,573 

千円 
148,907 
138,859 

％ 
75.8 
72.5 

円   銭 
342  08  
319  00  

(注)①期末発行済株式数   25年3月期  435,300株   24年3月期 435,300株 

 (3) キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 
25年3月期 
24年3月期 

千円 
△7,030 
46,266 

千円 
△5,524 
△5,657 

千円 
△3,917 
△16,103 

千円 
112,278 
128,751 

２．26年3月期の業績予想（平成25年4月1日～平成26年3月31日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

 
通 期 

千円 
303,375 

千円 
7,125 

千円 
3,883 

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期) 8円92銭 

３．配当状況 

・現金配当 1株当たり配当金（円） 配当金総額 配当性向 純資産 

 第1四半期 中間期末 第3四半期 期末 その他 年間 （千円） （％） 配当率(％) 

24年3月期 － － － 9 － 9 3,917 30.3 2.8 

25年3月期 － － － 10  10 4,353 31.2 2.9 

26年3月期 

（予想） 
－ － － 3 － 3 － 33.6 － 
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4.コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

 （コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

当社は公正かつ効率的な経営に取り組むにあたり、コーポレート・ガバナンスが重要な課題であると

認識しております。そのため、経営の意思決定の内容及び過程を明確にし、利害関係者の意思や利益を

適切に反映していくように努めております。 

 

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 

当社の取締役会は、平成25年3月31日現在5名で構成し、会社法に定められた取締役会のほか、必要に

応じて臨時取締役会を開催し、法令で定められた事項や経営に関する重要事項を決定するとともに、各

取締役の業務執行の状況を逐次監督しております。  

また、情報開示については、公認会計士とディスクロージャーサポート契約を締結し、随時指導を受

けながら、経営情報の迅速な開示を目的として、株主及び投資家に対して決算データ等の情報開示に努

めております。 

 

5.反社会的勢力との関係排除への仕組みとその運用状況 

（1）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方 

当社は、市民生活の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会生活の発展を妨げる反社会的勢力に対しては

毅然とした態度で組織的に対応しております。 

 

（2）反社会的勢力排除に向けた整備状況 

  当社は、反社会的勢力の経営活動への関与や当該勢力が及ぼす被害を阻止する観点から、総務グループを対応

部署とし、反社会的勢力の排除に向けて取り組んでおります。 
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 平成 25 年 5 月 28 日 

第第第第 33336666 期期期期    決決決決算速報算速報算速報算速報    

（平成 24 年 4 月 1 日～平成 25 年 3 月 31 日） 

会社名(定款上の商号)  コンピュータマインド株式会社  

英 文 名 (英 文 商 号 )  Computer Mind Co., Ltd 

コ ー ド 番 号  2452 

代 表 者 の 役 職 氏 名 代表取締役 竹内 次郎 

本 店 の 所 在 の 場 所  神奈川県川崎市宮前区宮崎二丁目 10番 9号 

電 話 番 号  044-856-9922 

連 絡 者  取締役 東 時生 

Ⅰ 当期の業績             

（1） 損益計算書                                                 （単位：千円） 

期  別 

 

 

科  目 

第 35 期 
自:平成 23 年 4 月 1 日 

至:平成 24 年 3 月 31 日 

第 36 期 
自:平成 24 年 4 月 1 日 

至:平成 25 年 3 月 31 日 

金  額 百分比 金  額 百分比 

  %  % 

Ⅰ 売 上 高 316,786 100.0 308,790 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価 220,501  205,989  

 売 上 総 利 益 96,284 30.4 102,801 33.3 

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 74,594  81,956  

営 業 利 益 21,690 6.8 20,845 6.8 

Ⅳ 営 業 外 収 益 2,017  1,566  

Ⅴ 営 業 外 費 用 11  2  

 経 常 利 益 23,696 7.5 22,408 7.3 

Ⅵ 特 別 利 益 626  －  

Ⅶ 特 別 損 失 2,780  668  

税 引 前 当 期 純 利 益 21,543 6.8 21,740 7.0 

 法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 9,106  7,431  

 法 人 税 等 調 整 額 △472  343  

 当 期 純 利 益 12,909 4.1 13,965 4.5 

     

＊記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

（注） 

期  別 

項  目 

第 35 期 

自:平成 23 年 4 月 1 日 

至:平成 24 年 3 月 31 日 

第 36 期 

自:平成 24 年 4 月 1 日 

至:平成 25 年 3 月 31 日 

期 中 平 均 株 式 数 435,300 株 435,300 株 

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 29 円 66 銭 32 円 08 銭 

潜 在 株 式 調 整 後 1 株 当 た り 当 期 純 利 益 － － 

＊潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益については、ストックオプション（新株予約権）を付与

しておりますが、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 
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（2） 事業別売上状況                                             （単位：千円） 

期  別 

 

科  目 

第 35 期 
自 : 平 成 2 3 年  4 月  1 日 

至:平成 24 年 3 月 31 日 

第 36 期 
自 : 平 成 2 4 年  4 月  1 日 

至:平成 25 年 3 月 31 日 

運 用 支 援 業 務 185,520  189,155  

シ ス テ ム 開 発 業 務 116,372  106,182  

そ の 他 14,894  13,453  

合 計 316,786  308,790  

  ＊1.記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

   2.その他は、ダイビングショップロイヤリティー、パソコン教室月謝収入と教材収入です。 
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（3） 貸借対照表                                             （単位：千円） 

期  別 

 

科  目 

第 35 期 
(平成 24 年 3 月 31 日現在) 

第 36 期 
(平成 25 年 3 月 31 日現在) 

金 額 構成比 金 額 構成比 

（資産の部）  % % 

Ⅰ 流 動 資 産     

 1. 現 金 及 び 預 金 128,751  112,278  

 2. 売 掛 金 36,826  54,609  

 3. 商 品 99  127  

 4. 前 払 費 用 1,098  1,452  

 5. 繰 延 税 金 資 産 4,771  4,427  

 6. 未 収 入 金 39  122  

 7. そ の 他 358  191  

  貸 倒 引 当 金 △220  △327  

 流 動 資 産 合 計 171,725 89.6 172,881 88.1 

Ⅱ 固 定 資 産     

 1. 有 形 固 定 資 産     

  (1) 建 物 附 属 設 備 838  1,790  

  (2) 車 輌 運 搬 具 2,575  1,501  

  (3) 器 具 備 品 405  215  

 有 形 固 定 資 産 合 計 3,819 2.0 3,507 1.8 

 2. 無 形 固 定 資 産     

  (1) 電 話 加 入 権 358  358  

  (2)    ソ フ ト ウ ェ ア         245  178  

 無 形 固 定 資 産 合 計 603 0.3 536 0.3 

 3. 投 資 そ の 他 の 資 産     

  (1) 出 資 金 110  110  

  (2) 保 険 積 立 金 8,049  10,798  

  (3) 長 期 前 払 費 用 363  440  

  （4） 敷 金 ・ 保 証 金 6,401  7,559  

  （5） 預 託 金 500  500  

 投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 15,425 8.1 19,408 9.8 

 固 定 資 産 合 計 19,848 10.4 23,453 11.9 

 資 産 合 計 191,573 100.0 196,334 100.0 
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                                  （単位：千円） 

期  別 

 

科  目 

第 35 期 
(平成 24 年 3 月 31 日現在) 

第 36 期 
(平成 25 年 3 月 31 日現在) 

金 額 構成比 金 額 構成比 

（負債の部）  %  % 

Ⅰ 流 動 負 債     

 1. 買 掛 金 3,708  2,999  

 2. 未 払 金 25,910  25,798  

 3. 未 払 法 人 税 等 7,855  2,876  

 4. 未 払 消 費 税 等 2,961  3,326  

 5. 預 り 金 275  426  

 6. 前 受 金 3  －  

 7. 賞 与 引 当 金 12,000  12,000  

 流 動 負 債 合 計 52,714 27.5 47,427 24.2 

 負 債 合 計 52,714 27.5 47,427 24.2 

（純資産の部）     

Ⅰ 株 主 資 本     

 1. 資 本 金 30,590 16.0 30,590 15.6 

 2. 資 本 剰 余 金     

 資 本 準 備 金 10,590  10,590  

 資 本 剰 余 金 合 計 10,590 5.5 10,590 5.4 

 3. 利 益 剰 余 金     

 (1) 利 益 準 備 金 1,590  1,590  

 (2) そ の 他 利 益 剰 余 金     

 繰 越 利 益 剰 余 金 96,089  106,137  

 利 益 剰 余 金 合 計 97,679 51.0 107,727 54.8 

 株 主 資 本 合 計 138,859 72.5 148,907 75.8 

 純 資 産 合 計 138,859 72.5 148,907 75.8 

 負 債 ・ 純 資 産 合 計 191,573 100.0 196,334 100.0 

      

＊記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

（注） 

期  別 

科  目 
第 35 期 

(平成 24 年 3 月 31 日現在) 

第 36 期 
(平成 25 年 3 月 31 日現在) 

発 行 済 株 式 総 数 435,300 株 435,300 株 

1 株 当 た り 純 資 産 319 円 00 銭 342 円 08 銭 
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 (4)株主資本等変動計算書 

前事業年度 （自 平成 23 年 4 月 1 日 至 平成 24 年 3 月 31 日） 

   （単位：千円） 

項目 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

平成 23 年 4 月 1 日残高 30,590 10,590 1,590 90,144 132,914 

当事業年度中の変動額      

 剰余金の配当 － － － △6,964 △6,964 

当期純利益 － － － 12,909 12,909 

当事業年度中の変動額

合計 
－ － － 5,945 5,945 

平成 24 年 3 月 31 日残高 30,590 10,590 1,590 96,089 138,859 

 

当事業年度 （自 平成 24 年 4 月 1 日 至 平成 25 年 3 月 31 日） 

   （単位：千円） 

項目 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

平成 24 年 4 月 1 日残高 30,590 10,590 1,590 96,089 138,859 

当事業年度中の変動額      

 剰余金の配当 － － － △3,917 △3,917 

当期純利益 － － － 13,965 13,965 

当事業年度中の変動額

合計 
－ － － 10,048 10,048 

平成 25 年 3 月 31 日残高 30,590 10,590 1,590 106,137 148,907 
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（5）重要な会計方針 

      期 別 

 
項 目 

第 36 期 

自 : 平 成 2 4 年  4 月  1 日 

至 : 平 成 2 5 年  3 月 3 1 日 

1.たな卸資産の評価基準及び評価方法 仕掛品 

個別法による原価法 

2.固定資産の減価償却の方法 

 
（1）有形固定資産 

定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物附属設備10年 

車輌運搬具6年 

器具備品5～6年 

（2）無形固定資産 

定額法 

（3）リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

（4）投資その他の資産 

長期前払費用 均等償却 

3.引当金の計上基準 （1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は、法人税法の規定による税法限度額を、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

 （2）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込み額に基づき、

当期に対応する金額を計上しております。 

4.収益及び費用の計上基準 完成工事高の計上基準 

工事進行基準 

5.その他財務諸表作成のための重要な事項 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 

 

Ⅱ 第 36 期（平成 24 年 4 月 1 日～平成 25 年 3 月 31 日）の業績の概況 

 

【全体概況】当事業年度の日本経済は、東日本大震災、タイでの大洪水の影響はほぼなくなったものの、円高や

国外経済の回復の弱さから停滞していたと考えます。一方、平成 24 年 12 月の政権交代以降は、経済政策、金融

緩和による円安、株価上昇が景気回復への期待感が増しています。尚、弊社は大手電機メーカーと直接受注を維

持しているため、メーカーの財務改善対策と直接的な影響があり、日本国内外の景気に影響される立場にありま

す。 

 

 このような事業環境の中で弊社の主業務であるＩＴ事業は「変化するシステムスタイルに素早く対応する体制」

作りを継続し「特殊業務システムのクラウド（共有）化」や「新規事業の発掘」に取り組んで収益力の強化に努

めました。 

 

 

 当事業年度期首に取引先の大胆なリストラ策が実行され、直接的に弊社にも影響がありました。しかし、複数

業務を一拠点で行うことで課題が見えにくい体制を、拠点毎に業務を集約させることにより命令／管理系統を簡

素化して課題が見えやすい体制に変えた結果、課題対策が早急に行え売上額の落ち込みを最小限にできたと考え
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ています。 

 

 クラウド化に関しては最小規模のモデルシステムを二拠点のサーバーエリアに整備されつつあり、そのうちの

一拠点はデータ準備作業と運用方法協議をユーザーと始め、本格稼働を来期（平成 25 年度）上期中を目指して作

業を継続しています。また、もう一拠点では別ユーザー向けに機器の手配を進めていて、同様に本格稼働を来期

（平成 25 年度）上期中を目指して作業を継続しています。 

 これにより特殊業務システムのクラウド化は、ユーザーに対してはバックアップシステムを導入しないスタイ

ルへのこれまでと違った提案が可能となり、現稼働システムより安価で優れたシステムを提供できるようになる

と考えています。 

 

 新規事業の開拓に関しては、アンドロイド検証事業を立ち上げるために、当該企業へのアプローチが成功し、

来年度より当該技術者を育てるための研修に参加することになっています。 

 

【システム開発業務】当初想定していた開発受注量が減少したものの、他プロジェクトに積極的に参画した結果、

売上予算を達成することができました。今後は技術力の高い人材と協力会社の確保につとめ、積極的に他プロジ

ェクトへの参画を考えています。 

 

【運用支援業務】沖縄業務の中心となっているテクニカルサポートは取引先の大胆なリストラ策に対して社内対

策と実行が後手になったため、前年比で 84.7％の達成率の結果になりました。沖縄業務だけが予算達成できない

状況になった背景を早急に分析し、構造改革を含む対策が必要と考えています。 

 

 日本語資源グループは、昨年12月の政権交代が影響し、計画していた日本語同定作業が先送りとなったものの、

取引先と他の作業を前倒しするなどの対策をした結果、売上予算を達成することができました。政権交代後に計

画していた日本語同定作業が早期に再開することを想定し、作業者の増員対策、そのための増設機器対策が必要

と考えています。 

 

【その他の業務】パソコンスクール部門は東日本大震災の教訓を踏まえ、耐震設計が施されている建物への引っ

越し、震災時の訓練、非常食の準備など、生徒さん達が安心できる環境を整えた結果、生徒数を微増させ売上予

算を達成することができました。同業他社と差別化を図る講座や課外事業など生徒数増対策がさらに必要と考え

ています。 

 

 以上の結果、当事業年度につきましては、売上高 308,790千円（対前期比 2.5％減）、営業利益 20,845千円（対

前期比 3.9％減）、経常利益 22,408 千円（対前期比 5.4％減）、当期純利益 13,965千円（対前期比 8.2％増）とな

りました。 
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Ⅲ 第 37 期（平成 25 年 4 月 1 日～平成 26 年 3 月 31 日）通期の売上高及び利益の予測について 

                          （単位：千円） 

期  別 

 

科  目 

第 36 期速報 （実績） 第 37 期 （計画） 

自:平成 24 年 4 月 1 日 自:平成 25 年 4 月 1 日 

至:平成 25 年 3 月 31 日 至:平成 26 年 3 月 31 日 

売 上 高 308,790  303,375  

経 常 利 益 22,408  7,125  

当 期 純 利 益  13,965  3,883  

 

Ⅳ 資金及び借入金の状況 

  【現金及び預金の増減】      （単位：千円） 

期  別 

 

科  目 

第 35 期 第 36 期 

自:平成 23 年 4 月 1 日 自:平成 24 年 4 月 1 日 

至:平成 24 年 3 月 31 日 至:平成 25 年 3 月 31 日 

現金及び預金の増減額 24,506 △16,473 

現金及び預金の期首残高 104,245 128,751 

現金及び預金の期末残高 128,751 112,278 

   （主な増減の理由） 

    当期の主な増減は以下のとおりです。 

税引前当期純利益 21,740 

売掛金の増加 △17,782 

建物付属設備の購入 △1,754 

保険積立金の増加 △2,748 

敷金・保証金の増加 △1,158 

法人税等の支払 △10,816 

配当金の支払 △3,917 

その他 △38 

 計 △16,473 

 

 【長期借入金の増減】                                           （単位：千円） 

期  別 

 

科  目 

第 35 期 第 36 期 

自:平成 23 年 4 月 1 日 自:平成 24 年 4 月 1 日 

至:平成 24 年 3 月 31 日 至:平成 25 年 3 月 31 日 

長 期 借 入 金 の 増 減 額 △5,584 － 

長期借入金の期首残高 5,584 － 

長期借入金の期末残高 － － 

（注）長期借入金は１年以内返済予定の長期借入金を含んでおります。  

 

V その他 

 該当ありません。 


